
千円 ％

千円 ％

千円 ％

千円 ％

千円 ％

千円 ％

［組織］

　仕事を出したい発注企業と仕事を受けたい受注企業の情報
を収集・管理し，これらの情報を必要とする県内中小企業等に
随時提供しています。また，自社製品の販路開拓を図ろうとす
る企業に対しては，技術的支援や販路紹介並びに取引のマッ
チングを行うなど，体系的・継続的に支援しています。さらに，
ビジネス情報交流会を開催して，発注企業と受注企業の交流
の場を提供するなどの支援をしています。
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当期常勤職員
の年齢構成

２０代以下

設立年月日

1 茨城県

主　　な
出資者

その他

3

5

4

2

団体

商工労働部　産業政策課

０２９－２２４－５３１７

info@iis-net.or.jp

資本金（基本財産）

代　　表　　者　　名

所　　   在   　　地

昭和43年7月17日

所管部（局）課

電　　話　　番　　号

Ｅ-mailアドレス　

出資額出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　

理事長　角田　芳夫（非常勤）

水戸市桜川２丁目２番３５号

http://www.iis-net.or.jp/

35,000 千円

ホームページＵＲＬ

出資順位

　当公社ホームページや情報誌等を通じ，ＩＴの必要性や活用
方法等についての情報提供を行っていくとともに，当公社ホー
ムページでの企業情報掲載やパソコン研修を実施していま
す。また，国，県，各支援機関等がインターネット上で発信して
いる情報を一元的に整理し，「コラボレートいばらき」で提供し
ています。さらに，県の超高速・大容量の情報通信ネットワー
ク「ＩＢＢＮ」の産業利用を促進するため，広報や各種相談等を
行っています。

100.0

0.0

0.0

35,000

0.0

平成１６年度事業費

千円

168,481

内　　　　　　　　　　　　容

0.0

　総合相談窓口として経営，金融など各分野の専門家を配置
し，創業予定者，ベンチャー企業などの相談ニーズに対応して
います。また，ベンチャーマーケット等を開催することにより，
若手起業家の啓発・発掘やベンチャー企業等とパートナーとの
マッチングの場を提供しています。さらに，マネジメントエキス
パート等の各種専門家を派遣し，経営革新等に取り組む中小
企業等を総合的に支援しています。
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［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１６年７月１日現在

　

　

財団法人茨城県中小企業振興公社

設　立
目　的

（設立の沿革及び出資等県が関与している理由等を含め記載する。）
　本県産業の中核である中小企業の経営の近代化及び技術の高度化を促進し，もって中小企業の振
興を図り，本県産業の発展に寄与するため，公益法人として茨城県の全額出資により設立。

事　　　業　　　名

89,616

144,233

1

５０代以上

職員

管理職

千円

千円

事業３

下請振興事業

新事業支援事業

情報，エネル
ギー，国際化等支
援事業

事業１

事業２
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［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

負債

正味財産

183,542 152,572
［平成１５年度の補助金等の目的・内容等］

244,081

損失補償・債務保証

719,408768,238

48.5%

147,500

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金

　下請振興，新事業支援，知的所有権センター，情報化等支援等の事業費として補助を受け，受
発注企業の紹介，中小企業等の総合的な相談窓口として「ベンチャープラザ」の設置，特許に関
する相談や特許流通の支援，各種情報の提供や情報化の支援等を行いました。

委託金

　首都圏受注ｴｷｽﾊﾟｰﾄ事業費，ﾔﾝｸﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ支援事業費，ＩＴｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ整備運営事業費，債権
管理受託事業費として受託し，首都圏における受注活動の促進，若手起業家の啓発・発掘，ＩＢ
ＢＮの産業利用の促進，設備近代化資金貸付事業にかかる不良債権回収等を行いました。

貸付金
　設備資金貸付，設備貸与事業における県内小規模企業者等に対する貸付
原資として借入し，年間２２企業に設備資金として貸し付けしました。

（単位：千円）

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

1,888,2491,886,940

59,216

8,539,543

5,594,391

2,180,076

（単位：千円）

補助金

委託金

484,710 463,963 433,879

41,44826,790

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

流動資産

固定資産

　　計

流動負債

うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金

貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

収

支

の

状

況

事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

38,438

57.0%

870,848
財政的関与の割合（％）

347,700 277,485

51.4%

1,889,199

10,428,742

4,457,092

5,971,650

3,658

2,419

96,608

2,855,381

区　　　　分

事業収入

事業外収入

事業支出

7,820,022

5,868,973

13,067,456

8,141,950

4,925,506

3,454,597

11,180,516

0

9,575,115

2,615,068

0

6,960,047

2,363,485

283,854

886,380

789,772

0

6,359,467

58,062

3,360,494

11,463,364

10,818

13,23710,818

-51,269

7,947

2,468

11,196

7,947

422

3,330

2,871

-61,289 -51,985

2,186

248,461

124,878

1,176 881

140,998

2,230

229,827

953,9881,140,888

812,9901,016,010

平成１４年度 平成１５年度平成１３年度

834,395954,410

796,876

37,519

1,079,599

1,013,828

65,771

897,983

56,427

財団法人茨城県中小企業振興公社
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［総合評価］

から県民のみなさまへ＞

［評点集計］

　国や県の中小企業振興施策を実施する行政を補完する法人であるものの，事業実施に当たって
は，事業効果の検証，企業ニーズの把握及び情報収集を積極的に行い，中小企業の振興のため，
より効果的な内容となるよう努められたい。
　なお，財務の健全性を高めるため，未収債権が増加している設備貸与事業や県単独機械類貸与
事業の債権回収への取組みを強化し，迅速かつ積極的な対応をする必要がある。
　また，引き続き，所管課においては，株式会社ひたちなかテクノセンター等との連携強化を進めら
れたい。

改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

健全性 11
組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性

8
32

4

評価項目数

4
5

評点

3
12
8

得点率

37.5%
85.7%
100.0%

満点

8
14
8

公益法人会計用
財団法人茨城県中小企業振興公社

警　戒　指　標

財団法人茨城県中小企業振興公社

　県内中小企業のニーズや実態を把握するとともに，情報収集を行い，より効果的な施策展開が図れるよう努
める。
  また，未収債権の回収については，公社職員が一丸となり未収債権の回収を行う債権徴収体制の整備を指
導した。
　さらに，県内中小企業支援強化のため，株式会社ひたちなかテクノセンター等支援機関と情報交換等を緊密
にし，連携強化を図っていく。

　
  当公社は，中小企業の振興を図り，本県産業の発展に寄与することを目的とした公益法人です。このため，従来から，国，
県及びひたちなかテクノセンターなどの関係機関等と密接な連携・協力のもとに，社会・経済の動向や県内中小企業のニー
ズに的確に対応し，各種事業を展開するとともに，事業の休止や制度の見直しなどを積極的に行ってまいりました。公社の性
格上，企業の生の声に接し易いというメリットを有しており，今後とも企業ニーズの積極的な把握や関係機関との連携に努
め，効果的な施策展開を図ってまいります。
　また，社会経済情勢を反映して，未収債権も増加しております。このため，昨年１１月，公社幹部職員による検討会を設置す
るとともに，債権管理強化月間を設置して全職員が一丸となって回収に当たっているところです。
　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年２月　　理事長　　角田　芳夫
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45.0%
-25.0%効率性

合計

《評価の視点》

効率性

計画性

目的適合性

効率性

組織運営の
適正性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ情
報公開による透明性の確保が適切
か

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれている
か

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

健全性

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

計画性取組みを強化すべき視点

＜

総合的所見等
に係る対応

健全性目的適合性 組織運営の適正性

概ね良好

総合的所見等

-200%

-150%

-100%

-50%

0%

50%

100%
計画性

目的適合性

組織運営の適正性健全性

効率性

経営評価レーダーチャート
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［法人を担当する課の意見］

財団法人茨城県中小企業振興公社

　人件費比率の増加は，退
職者２名分の退職金を支出
したことによるものでありま
す。職員１人当たりの事業
収入の減少については，設
備貸与事業の一部を休止し
たことにより収入が減少した
ためであり，ともに結果とし
てマイナス評価となりまし
た。また，職員１人当たりの
管理費についてマイナス評
価となったことは，公社案内
などの印刷経費が若干増
加したことによるものであ
り，今後とも可能な限り経費
の節減に務めていく所存で
おります。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題，対策等）］

　当公社は，中小企業の振興を図り，本県産業の発展に寄与するため県が設立した公益
法人でありますので，今後とも国，県の重要施策の一部を分担し，地域の産業の中核と
なっている中小企業の安定的な発展，新事業創出等に関する事業を県と一体になって一
層推進してまいります。

健全性 効率性
　評価指標上，総資本利益
率，借入金依存度，補助金収
入依存度等について低い評
価がありますが，当公社は収
益事業を全く行っておらず，県
の施策の一部を代替的に実
施している事業が主でありま
す。これらの事業は，制度上，
国，県の補助を導入して成り
立っているため，やむを得な
い理由によるものと考えてお
ります。また，設備貸与事業
や商業活性化事業などは，事
業の財源が借入金であること
から借入金依存度が高くなっ
ているものであり，仕組み上
やむを得ないものであります。
こうしたことから健全性の評価
については，収益事業を実施
している他の法人と同列に経
営評価することはそぐわない
と考えております。

今後の事業展開の方向

取組み状況推進事項

・退職者２名の退職金支出
や設備貸与事業を休止した
ことにより，評価が低くなっ
ているが，一時的なもので
あると思われる。今後も一
層の効率的な業務執行に
努められたい。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性

計画性 目的適合性 組織運営の適正性
　当公社の事業運営
は，設立当初から県と
一体となり遂行してき
ており，公社が独自事
業を展開したり，事業
実施に当たり，独自資
金で実施する仕組み
にはありません。従っ
て計画性という視点で
は，県が策定している
「茨城県商工業振興
指針」の目標を共有
し，その実現に向け事
業を推進しています。

　各事業において，
当初事業計画に基づ
き適正かつ効果的に
事業を遂行しており
ます。ただし，一部事
業においては，当初
計画どおり遂行でき
ていないものもあるた
め，今後は企業ニー
ズに対応した事業運
営に努めてまいりま
す。

　職員の資質向上に
ついては各種研修
（公社等連絡協議
会，全国協会等）に
積極的に参加させて
おり，また，業務の
チェック機能も整って
おり，執行体制に大
きな課題は無いと考
えております。今後も
更なる県民サービス
の向上を図るため，
組織運営の一層の適
正化に努めて行きた
いと考えております。

第三次行財政改革
大綱に係る取組状況

（当該団体に関係する行革大綱の推進事項
を転記する。）

（左記の推進事項に対する取組状況及び今
後の方向について記入する。）

・計画性については評点が
低くなっているが，これは，
公社自体に由来するもので
なく，県の中小企業施策の
実施機関となっているため
であり，その他の項目につ
いては計画のとおり実施し
ていると評価している。

・各事業について効
果的に事業を遂行し
ている認められる。引
き続き中小企業の
ニーズにあった事業
の遂行に努められた
い。

・適正な組織運営が
行われており，チェッ
ク体制も整っている。
今後も一層の組織運
営の適正化に努めら
れたい。

・公社の性格上評価指標の総
資本利益率，借入金依存度
の評点が低くなることはやむ
得ないと思われる。収益事業
を実施してる法人とは画一的
に評価できるものでないの
で，これをもって公社の評価
に結びつくものでないと思わ
れる。

法人担当課の意見

（所管課が，次の点から総合的な意見等を記入する。①平成１４年度及び平成１５年度の経営評価結果に対す
る取組状況②平成１６年度経営評価について上記５つの視点からの評価・分析及び今後の方針等③行革大綱
の推進事項に係る取組状況及び今後の方針）

・当公社は，中小企業の振興を目的に県や国からの補助金を財源とした，県施策の実施機関であるため，公社
の性格上経営評価指標の健全性，効率性の評価は低くならざる得ない。
・今後も，引き続き公社と十分協議しながら，事業の執行等効率的な運営が図られるよう指導していきたい。
・㈱ひたちなかテクノセンター内にＩＴサポートセンターを開設し連携強化を図るとともに，センター内にＩＢＢＮの
接続装置を整備した。また，これらの機能を十分活用し，茨城県企業情報データベースの構築・運営を効果的
に図ってまいりたい．
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